
第４期　　決　算　公　告

自　2024年 １月 １日

至　2024年12月31日

株式会社ファイントゥデイホールディングス



（単位：百万円）

金額 金額

流動資産 1,408 流動負債 4,880

現金及び預金 523 関係会社短期借入金 2,200

前払費用 4 一年内返済予定の長期借入金 2,260

未収入金 880 未払金 219

その他 0 未払費用 104

未払法人税等 3

賞与引当金 8

その他 82

固定負債 77,701

長期借入金 77,701

固定資産 126,388 82,581

無形固定資産 22

ソフトウエア 22 株主資本 45,209

投資その他の資産 126,365 資本金 900

関係会社株式 60,963 資本剰余金 42,330

関係会社長期貸付金 65,400 資本準備金 900

前払年金費用 1 その他資本剰余金 41,430

利益剰余金 1,979

その他利益剰余金 1,979

繰延利益剰余金 1,979

新株予約権 5

45,215

127,796 127,796

（純資産の部）

資産合計 負債・純資産合計

貸　　借　　対　　照　　表

（2024年12月31日現在）

科目 科目

（資産の部） （負債の部）

負債合計

純資産合計



（単位：百万円）

売上高 7,231

売上原価 -

売上総利益 7,231

販売費及び一般管理費 1,918

営業利益 5,312

営業外収益

受取利息及び配当金 1,559

その他 7 1,566

営業外費用

支払利息 1,953

支払手数料 2,810

為替差損 16 4,780

経常利益 2,098

税引前当期純利益 2,098

法人税、住民税及び事業税 3

法人税等還付税額 △736

法人税等調整額 - △733

当期純利益 2,831

損　　益　　計　　算　　書

（自2024年1月1日　至2024年12月31日）

科目 金額



（単位：百万円）

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 900 900 59,430 60,330 △852 △852 60,377 5 60,383

事業年度中の変動額

株式報酬取引 △0 △0

剰余金の配当 △17,999 △17,999 △17,999 △17,999

当期純利益または損失 2,831 2,831 2,831 2,831

事業年度中の変動額合計 - - △17,999 △17,999 2,831 2,831 △15,167 △0 △15,167

当期末残高 900 900 41,430 42,330 1,979 1,979 45,209 5 45,215

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書
（自2024年1月1日　至2024年12月31日）

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益剰余金合計



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

（１）子会社株式

移動平均法による原価法によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法

（１）無形固定資産

定額法によっております。

3. 引当金の計上基準

賞与引当金‥‥‥‥‥

退職給付引当金‥‥‥

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産及び負債は、当事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

（会計上の見積りに関する注記）

1. 関係会社株式の評価

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 百万円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

②主要な仮定

③翌事業年度の計算書類に与える影響

個　別　注　記　表

従業員に対する賞与支払いに備えるため、翌期における支給見込額に基づき、当期間の負担見込

額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づいて計算しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。

会計上の見積りは、財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当事業年度の財務諸

表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は次のと

おりです。

60,963

　関係会社株式は時価を把握することが極めて困難と認められる株式であり、取得原価をもって貸借対照表価額としてお

ります。 当該関係会社株式の評価に当たっては、関係会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときは、

回復可能性が十分と見積られる場合を除き、相当の減額を実施し、評価差額は当期の損失として処理することとしており

ます。なお、当期において関係会社株式の減損処理は行っておりません。

　主要な仮定は将来の経済や為替の動向により影響を受ける可能性があり、仮定の見直しが必要になった場合には翌事

業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

実質価額の見積りには取締役会で承認された事業計画を使用しており、主要な仮定は業界の将来の趨勢に関する経営

者の評価と過去のデータを反映した売上収益の成長見込です。



（貸借対照表に関する注記）

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

（１）担保に供している資産

現金及び預金 百万円

関係会社長期貸付金 百万円

関係会社株式 百万円

計 百万円

（２）担保に係る債務

一年内返済予定の長期借入金 百万円

長期借入金 百万円

計 百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額

該当事項はありません。

3. 保証債務

該当事項はありません。

4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

未収入金 百万円

関係会社長期貸付金 百万円

未収利息 百万円

未払金 百万円

関係会社短期借入金 百万円

未払利息 百万円

（損益計算書に関する注記）

1. 関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 百万円

販売費及び一般管理費 百万円

営業取引以外の取引高

営業外収益 百万円

営業外費用 百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

普通株式 千株

※

2. 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

523

2,260

77,701

79,962

65,400

59,431

125,354

54

7,231

155

851

11

65,400

2,200

3

102,050

2024年10月4日付の臨時株主総会決議に基づき、2024年11月1日付で普通株式3株につき１株の株式併合及びこれに伴う定款の変更を行い、

発行済株式総数は306,150千株から204,100千株減少して102,050千株となりました。

1,559

15



3. 配当に関する事項

（１）配当金支払額

※ 当社は2024年11月1日付にて、株式併合（普通株式3株を1株に併合）を実施いたしました。

2024年12月期の1株当たり配当金につきましては、株式併合を考慮した場合、176円38銭となります。

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

（税効果会計に関する注記）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の金額と、主な原因

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金

その他

繰延税金資産小計

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額

評価性引当額小計

繰延税金資産合計

繰延税金負債

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額 百万円

税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた金額です。

2. 法人税及び地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理

（単位：百万円）

2024年4月26日

取締役会
普通株式 17,999 百万円 58.79 円

決議

株式の

種類
配当金の総額 １株当たり配当金

720

31

0

-

751

△720

△31

△751

0

５年超 合計

税務上の繰越欠

損金　※1
- - - - - 720 720

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内

        △720         △720評価性引当額 - - - - -

※1

当社は、グループ通算制度を採用しております。また「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」

（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会

計の会計処理並びに開示を行っております。

基準日
効力

発生日

2024年4月30日 2024年4月30日



（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

2. 金融商品の時価等に関する事項

長期借入金（一年内返済予定を含む）

※長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（関連当事者との取引に関する注記）

1. 親会社及び法人主要株主等 （単位：百万円）

2. 子会社 （単位：百万円）

※1 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

※2 株式会社資生堂は2024年6月25日に当社株式の譲渡により当社の関連当事者に該当しないこととなりました。

取引金額は関連当事者であった期間の金額を計上しております。

※3 子会社との貸付及び借入に係る利率については、市場金利を勘案し、個別交渉のうえ決定しております。

（1株当たり情報に関する注記）

（1）1株当たり純資産額

（2）1株当たり当期純利益

※ 当社は2024年11月1日付にて、株式併合（普通株式3株を1株に併合）を実施いたしました。

当事業年度の期首に株式併合が行われたと仮定し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を算定しております。

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

当事業年度末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの主な差額については、次のとおりです。また、現金及び預金につ

いては、現金及び短期間に決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（単位：百万円）

差額時価貸借対照表計上額

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。

未払金は一年以内の支払期日であります。また、借入金の使途は運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)です。

77,23779,962

関係会社

長期貸付金
65,400

配当の支払 3,616 - -

種類 会社等の名称
議決権

所有割合
関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

その他の関係

会社
株式会社資生堂

被所有

直接　-％
配当の支払

科目 期末残高

資金の貸付 77,400

関係会社

短期借入金
2,200

受取利息 1,559 未収入金 11

--資金の回収 12,000

--7,000配当の受取

資金の貸付
所有

直接　100%
株式会社ファイントゥデイ子会社

子会社
株式会社ファイントゥデイインダスト

リーズ

配当の受取

資金の借入

所有

直接　100%

443円02銭

27円75銭

資金の借入 1,500

親会社
Oriental Beauty Holding

（HK) Limited

被所有

直接　100%
配当の支払

科目 期末残高

配当の支払 14,383 - -

種類 会社等の名称
議決権

所有割合
関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

△2,724

15 未払利息 3

--300資金の返済

支払利息

※2

※1

※3

※3



（収益認識に関する注記）

1. 収益を理解するための基礎となる情報

（その他の注記）

該当事項はありません。

当社の収益は、子会社からの受取配当金となります。受取配当金については、配当金の効力発生日をもって認識しております。


